
平成 16年 3月期   個別中間財務諸表の概要 平成 15年 11月 12日

上   場   会   社   名     四国化成工業株式会社 上場取引所 東京

コード番号       4099 本社所在都道府県

(URL  http://www.shikoku.co.jp/) 香川県

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名　　山下　矩仁彦

問合せ先責任者 役職名 取締役・専務執行役員 氏名　　漆原　武彦 TEL (0877) 22 - 4111
中間決算取締役会開催日　　平成 15年 11月 12日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 15年 12月 10日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 15,766 △ 2.6 905 △ 10.2 877 △ 9.3
14年 9月中間期 16,192 △ 2.6 1,008 △ 3.8 967 △ 5.0
15年 3月期 33,038 1,843 1,725

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 528 25.9 9.03
14年 9月中間期 420 △ 20.3 7.08
15年 3月期 427 6.87
(注)①期中平均株式数    15年 9月中間期    58,570,831 株   14年 9月中間期    59,376,481 株   15年 3月期    59,352,744 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）15年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

15年 9月中間期 3.50 －    特別配当 0 円 00 銭 

14年 9月中間期 4.50 －
15年 3月期 － 8.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 44,007 22,266 50.6 383.63
14年 9月中間期 43,333 22,054 50.9 370.80
15年 3月期 44,117 21,577 48.9 363.60
(注)①期末発行済株式数　15年 9月中間期     　59,598,063 株　14年 9月中間期     　60,396,019 株　15年 3月期     　60,396,019 株

 　  ②期末自己株式数　　 15年 9月中間期 　     1,554,882 株　14年 9月中間期       　　917,712 株　15年 3月期      　1,107,910 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 33,500 1,800 720 3.50 7.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   12円 40 銭 

（注）　上記金額は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は様々な要因によって

　　　　予想数値と異なる場合があります。

　　　　なお、上記業績予想に関する事項は添付資料の 5頁をご参照ください。



（６）個別中間財務諸表等  

１．中間貸借対照表 

（単位 百万円、％） 

前中間期 
(平成14年9月30日現在)

当中間期 
(平成15年9月30日現在) 

前 期 
(平成15年3月31日現在)

 
科  目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（資 産 の 部） 
流  動  資  産 
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
た な 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固  定  資  産 
 有形固定資産 
建 物
機 械 及 び 装 置
土 地
そ の 他
  無形固定資産 
 投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券
そ の 他
貸 倒 引 当 金

 
 ( 16,202) 
2,075 
1,780 
5,990 
26 
5,923 
452 

△    46 
 (  27,131) 
 (  17,455) 
4,465 
2,812 
9,130 
1,047 

 (     122) 
 (   9,552) 
6,733 
2,829 
△    10 

 
37.4 
 
 
 
 
 
 
 
  62.6 
( 40.3)
 
 
 
 
(  0.3)
( 22.0)
 
 
 

 
 ( 16,520) 
1,916 
1,875 
6,120 
- 

6,110 
539 

△    41 
 (  27,486) 
 (  17,719) 
4,447 
3,237 
9,130 
904 

 (     166) 
 (   9,600) 
7,260 
2,354 
△    14 

 
37.5 
 
 
 
 
 
 
 
  62.5 
( 40.3) 
 
 
 
 
(  0.4) 
( 21.8) 
 
 
 

  
 ( 17,313) 
2,503 
1,768 
6,670 
26 
5,854 
542 

△   53 
 (  26,804) 
 (  17,745) 
4,418 
2,844 
9,130 
1,352 

 (     165) 
 (   8,893) 
5,957 
2,949 
△    14 

 
39.2 
 
 
 
 
 
 
 
 60.8 
( 40.2)
 
 
 
 
(  0.4)
( 20.2)
 
 
 

資 産 合 計 43,333  100.0 44,007  100.0 44,117  100.0 

（負 債 の 部） 
流  動  負  債 
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年内返済長期借入金

一年内償還転換社債
未 払 法 人 税 等
そ の 他
固  定  負  債 
長 期 借 入 金
再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金
そ の 他

 
 ( 16,395) 
1,624 
4,196 
2,780 
495 
5,439 
402 
1,457 

 (   4,883) 
1,787 
938 
2,040 
117 

 
37.8 
 
 
 
 
 
 
 
  11.3 
 
 
 
   

 
 ( 12,442) 
1,761 
4,070 
4,120 
615 
- 
362 
1,511 

 (   9,297) 
6,322 
909 
1,871 
195 

 
28.3 
 
 
 
 
 
 
 
  21.1. 
 
 
 
   

  
 ( 18,121) 
    2,392 
4,599 
2,780 
709 
5,439 
526 
1,673 

 (   4,419) 
1,509 
909 
1,884 
115 

 
41.1 
 
 
 
 
 
 
 
  10.0 
 
 
 
   

負 債 合 計 21,279   49.1 21,740   49.4 22,540   51.1 

（資 本 の 部） 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
中間(当期)未処分利益
土地再評価差額金 
その他有価証券評価差額金
自 己 株 式 

 
 (   6,867) 
(  5,741) 
 (   8,300) 
    1,133 
5,910 
1,256 

 (   1,312) 
(     170) 
 (△   337) 

  
  15.8 
  13.3 
  19.2 
 
 
 
3.0 
   0.4 
 △0.8 

 
 (   6,867) 
(  5,741) 
 (   8,037) 
    1,133 
5,903 
999 

 (   1,341) 
(     921) 
 (△   642) 

  
  15.6 
  13.0 
  18.3 
 
 
 
3.0 
   2.1 
△ 1.4 

  
 (   6,867) 
(   5,741) 
 (   8,038) 
1,133 
5,910 
994 

(   1,341) 
 (       2) 
 (△   414) 

   
  15.6 
  13.0 
  18.2 
 
 
 
   3.0 
0.0 
△ 0.9 

資 本 合 計     22,054   50.9     22,266   50.6     21,577   48.9 

負債及び資本合計     43,333  100.0     44,007  100.0     44,117  100.0 
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２．中間損益計算書 

（単位 百万円、％） 

前中間期 

自平成14年4月 １日 

至平成14年9月30日 

当中間期 

自平成15年4月 １日 

至平成15年9月30日 

前  期 

自平成14年4月 １日 

至平成15年3月31日 

 

科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

   16,192 

   10,986 

 (  5,206) 

    4,197 

 (  1,008) 

100.0 

  67.8 

32.2 

  25.9 

   6.3 

   15,766 

   10,610 

 (  5,155) 

    4,250 

 (    905) 

100.0 

  67.3 

32.7 

  27.0 

   5.7 

   33,038 

   22,579 

 ( 10,459) 

    8,615 

 (  1,843) 

100.0 

  68.3 

 31.7 

  26.1 

   5.6 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

雑 収 入 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

為 替 差 損 

雑 損 失 

 (    198) 

       10 

      145 

       42 

 (    239) 

       45 

      100 

       92 

1.2 

 

 

 

   1.5 

 

 (    180) 

        9 

      153 

       17 

 (    208) 

       42 

       71 

       94 

1.2 

 

 

 

   1.3 

 

 (    243) 

       20 

      173 

       49 

 (    362) 

       86 

       90 

      184 

   0.7 

 

 

 

   1.1 

 

経 常 利 益       967    6.0       877    5.6     1,725    5.2 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

投資有価証券売却益 

そ の 他 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 

役 員 退 職 慰 労 金 

退職給付会計基準 

   変更時差異償却額 

そ の 他 

 (    109) 

       15 

       77 

       16 

 (    332) 

       19 

       36 

             

      136 

      140 

   0.7 

 

 

 

   2.1 

 (    135) 

        - 

      133 

        1 

 (    132) 

       10 

      108 

            

        - 

       13 

   0.8 

 

 

 

   0.8 

 (    404) 

       15 

       77 

      312 

 (  1,271) 

       68 

       36 

       

      272 

      892 

   1.2 

 

 

 

   3.8 

税引前中間(当期)純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

      744 

      431 

  △  106 

      420 

4.6 

 

 

   2.6 

      879 

      376 

  △   25 

      528 

5.6 

 

 

   3.3 

      858 

      561 

   △ 129 

      427 

2.6 

 

 

   1.3 

前 期 繰 越 利 益 

自 己 株 式 処 分 差 損 

自 己 株 式 消 却 額 

土地再評価差額金取崩額 

中 間 配 当 額 

中間（当期）未処分利益 

      953 

        1 

       85 

  △   30 

        - 

    1,256 

       774 

        3 

      299 

        - 

        - 

      999 

       953 

        3 

       85 

   △  30 

      267 

      994 
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（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社及び関連会社株式…移動平均法による原価法 

その他有価証券 時価のあるもの…中間期末日の市場価格等に基づく時価法 

            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの…移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

製品、商品、原材料、仕掛品、貯蔵品…移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産…定率法 

但し、賃貸用固定資産（製造設備を除く）及び建物は、定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 … 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸 
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 
(2) 退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産 

の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しており

ます。なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(14 年)で定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用計上することとしております。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
６．ヘッジ会計の方法 
(1)ヘッジ会計の方法 

  為替予約については全て振当処理の要件を満たしているため振当処理に、金利スワップについては全

て特例処理の要件を満たしているため特例処理によっております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…為替予約(ヘッジ対象－外貨建債権､債務)、ヘッジ手段…金利スワップ(ヘッジ対象－借入金) 

(3) ヘッジ方針 

  為替予約については、内部規程である「為替先物予約規程」に基づき、外貨建取引に係る将来の為替相

場の変動リスク回避のためにヘッジを行っております｡なお、主要なリスクである輸出取引による外貨建

金銭債権の為替変動リスクに関しては、原則として、６ヶ月先までの決済予定額の 50％をヘッジする方

針であります｡また、金利スワップについては、金利変動リスク回避のためにヘッジを行っており、当社

所定の手続に従い実施され、その結果は取締役会に報告されております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ要件を満たしたヘッジ手段のみを契約しており､ヘッジ有効性は常に保たれております｡ 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の処理方法…税抜方法を採用しております。 
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（注記事項） 

中間貸借対照表関係                                   （単位：百万円） 

 前中間期 

平成14年9月30日現在 

当中間期 

平成15年9月30日現在 

前 期 

平成15年3月31日現在 

1.有形固定資産の減価償却累計額 21,363 22,123 21,710 

2.担保資産及び担保付債務 

（担保に供している資産） 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

土 地 

 

 

2,746 

364 

2,168 

            6,230  

 

 

2,602 

322 

1,746 

            6,230  

 

 

2,667 

341 

1,922 

            6,230  

合 計 

( う ち 工 場 財 団 担 保 ) 

11,509 

(8,951) 

10,903 

(8,375) 

11,162 

(8,618) 

（担保付債務） 

1 年内返済長期借入金 

長 期 借 入 金 

子会社日本建装(株)の借入金 

 

495 

1,787 

              210  

 

615 

6,322 

              170  

 

709 

1,509 

              190  

合 計 

( う ち 工 場 財 団 担 保 ) 

2,492 

(1,624) 

7,107 

(6,429) 

2,409 

(1,636) 

3.保証債務 

（銀行借入に対するもの） 

日   本   建   装   ( 株 ) 

中 讃 ｹ ｰ ﾌ ﾞ ﾙ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ｮ ﾝ ( 株 ) 

ニ  ッ  セ  イ 工 業  ( 株 ) 

ｼ ｺ ｸ ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾅ ｼ ｮ ﾅ ﾙ ｺ ｰ ﾎ ﾟ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 

 

 

1,289 

940 

102 

               51  

 

 

1,038 

821 

92 

               30  

 

 

1,163 

903 

97 

               12  

合 計 2,384 1,981 2,176 

（商品仕入取引に対するもの） 

( 株 )  シ ス テ ム  工  房 

（株）   新   花   太   陽 

 

16 

               12  

 

8 

               12  

 

9 

               12  

合 計 29 20 22 

4.受取手形割引高 3,203 2,568 2,905 

5.当中間期中の発行済株式数の減少内訳 

利益による株式消却         800,000 株 

株式の取得価額の総額           299 百万円 

 

中間損益計算書関係                                                            （単位：百万円） 

 前中間期 

自平成14年4月 １日 

至平成14年9月30日 

当中間期 

自平成15年4月 １日 

至平成15年9月30日 

前 期 

自平成14年4月 １日 

至平成15年3月31日 

1.減価償却実施額 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 

538 

12 

 

498 

16 

 

1,105 

25 
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20 

（リース取引関係）                           （単位 百万円） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 
 前中間期 

自平成14年4月 １日 

至平成14年9月30日 

当中間期 
自平成15年4月 １日 

至平成15年9月30日 

前 期 
自平成14年4月 １日 

至平成15年3月31日 

 

 

 

工 具 器 具 備 品 

そ の 他 

合 計 

取得価額 

 

相 当 額 

200 

    4 

204 

減価償却

累 計 額

相 当 額

89

     3

93

中間期末

残 高

相 当 額

110

     0

111

取得価額

 

相 当 額

219

     4

223

減価償却

累 計 額

相 当 額

125

     4

129

中間期末 

残 高 

相 当 額 

93 

     0 

93 

取得価額 

 

相 当 額 

232 

     4 

236 

減価償却

累 計 額

相 当 額

109

     3

113

期末残高

 

相 当 額

122

     0

122

なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

2.未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

 前中間期 
自平成14年4月 １日 

至平成14年9月30日 

当中間期 
自平成15年4月 １日 

至平成15年9月30日 

前 期 
自平成14年4月 １日 

至平成15年3月31日 

1 年 内 

1 年 超 

合 計 

48 

       62  

111 

52 

                40  

93 

56 

                   66  

122 

なお、未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間

期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

 前中間期 
自平成14年4月 １日 

至平成14年9月30日 

当中間期 
自平成15年4月 １日 

至平成15年9月30日 

前 期 
自平成14年4月 １日 

至平成15年3月31日 

支 払 リ ー ス 料 

減 価 償 却 費 相 当 額 

25 

25 

29 

29 

55 

55 

4. 減価償却費相当額の算定方法 

（当中間期、前中間期、前期） 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

（有価証券） 

 当中間期、前中間期及び前期のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 
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